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調査の背景と目的

1. アンケート調査の背景と目的

背景

• 新型コロナウイルス感染症の拡大、流行の長期化により、イベント・行事の自

粛、外食の営業自粛、内食・中食特にデリバリーサービスの増加など、国内に

おける「食」事情も従前より大きく変化している

• また、これにより国内の食品関連事業者の経営状況も大きな影響を受けてい

ると考えられ、すでに緊急処置として国や都道府県による支援が一部実施さ

れている

• 今後は、影響の更なる長期化、市場・生活様式変化を踏まえ、国や都道府

県による有限・時限的な支援の他に、企業独自の対策・変革、加えて調達・

物流・販売など企業間での連携による課題解決が求められると考えられる

目的

• 食品関連事業者の経営状況及び直面している課題、取られている対策、さ

らに官民での連携の必要性、企業間連携の在り方を明らかにし、コロナ対策

推進の一助とすること
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外食消費が縮小し、デリバリーが拡大

内食・中食が急拡大

消費者側は、内・中食シフトで、購買～食事の流れが変化し、中食での、ワガママ化も進展。

品目としては、健康や免疫、カロリー効率に注目が集まり、エシカル消費も多く報道された

1. アンケート調査の背景と目的 （アンダーコロナにおける消費トレンドの変化）

活動選択肢の縮小
巣ごもり充実・

再現志向

健康志向

予防志向

家族志向

節約志向

デジタル・

バーチャル志向

環境・社会

貢献志向

• 外でやっていたことを在宅で

済ませようとする

• 巣ごもりにより健康や運動の

重要性を再認識する

• コロナや未知のウイルスに感染

するリスクを防ごうとする

• 家族の大切さを再認識し

共有時間を充実させる

• 経済停滞の影響で節約を

意識する

• SNSで配信される動画・レビュー

に影響を受ける

• 環境や公益性を重視する

外出自粛や店舗休業による

生活自由度の低下

グローバルサプライチェーンの

分断

経済不安の拡大

環境／協調意識の拡大

経済・消費の落ち込み

共通敵に対する連帯感・

仲間意識の醸成

生活者の行動歴の可視化・

ライフログの管理加速

社会環境・店舗環境の

改善意識の高まり

コロナ禍で発生した事象 生活者の価値観・ライフスタイルの変化 食生活の変化

“おひとりさま”の中食利用

中食ニーズの多様化・ワガママ化
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コロナによる食品製造や外食企業への時価総額インパクトは他業界よりも小さいものの、

目先の売上減と不十分な資本力による倒産が発生しているのが現状

1. アンケート調査の背景と目的 （アンダーコロナにおける食産業への財務インパクト）
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人口動態

政治・経済・地球環境

社会

技術革新

消費者

流通・小売・外食／中食

コロナの長期化は、今まで緩やかだったトレンドを一挙に加速化・定着化させるきっかけになる

1. アンケート調査の背景と目的 （アフターコロナにおいて加速化される事象）

資源・食料問題の

深刻化

グローバル化の進展

高齢者や移民

の労働力活用

人口減少

衛生状態の

更なる改善

超高齢化社会

への突入

バーチャルと

リアルの融合

自動化技術

の進化

食料生産地・

収穫量の変化

脱プラ要請の

高まり

都市圏への集中・

地方自治体消滅

知的労働の

更なる進行

労働形態の

多様化

ライフサイエンス

技術の進化

情報取得

の簡易化

食品メーカ

サブスクリプション

保存技術の

高度化

家電連携

代替肉・

タンパク質
機能食・完全食

パーソナライズ 味・味覚のDB化

ライフログとの連携

モノ⇒コト消費 ニーズの多様化 老後期間の延長
新たな喫食

シーンの登場

購買・消費の

スマート化
ヘルシー志向

高齢化・要介護者

の増加

冷食・保存食

需要の増加

農業

遺伝子組み換え

食品

環境農業

地産地消

農業の

オートメーション化

トレーサビリティ
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フードロス対応
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物流効率化・

共同配送

デジタル・
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3Dプリンティング

外食のEC・

デリバリー進出
レシピサイト・動画
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：コロナ後に加速する事象
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中小企業が多い食産業において、急激な環境変化を個社で対応しきることはハードルが高く、

国の支援に加えて、業界として企業間連携で乗り越えていくべき事項があるのではないか

1. アンケート調査の背景と目的 （アンダーコロナ、アフターコロナにおいて対応が求められる事項）

主要な

ニューノーマル

衛生管理

生産・SC効率化

省人・非接触

分散・ローカル型

オンライン利用

DX

メガトレンド

アンダーコロナ、アフターコロナにおいて対応が求められる事項

中期

• 工場、店舗、オフィスにおける

衛生・安全な作業環境の

提供

• フードデリバリー、ネットスパー

などのオンライン機能の開発

• 変動に合わせた在庫管理

• 優先カテゴリと価格設定の

確認

• 店舗やオンラインで蓄積した

データとデジタルネットワークの

保護、活用

• 短期融資の手配

• 長期的な財務上の影響の

評価・対応

• リモートワークの導入

• 企業・個人の衛生管理の

徹底

• 衛生管理の行き届いた店舗

の利用

• リーンサプライチェーン

• 衛生、製品のトレーサビリティ

に関する基準の採用

• LATTE(Local, Authentic, 

Transparent, Traceable, 

Ethical)製品の採用

• デジタルチャネルが消費の

標準チャネルに

• オンライン店舗を利用した

消費

• 災害準備資金の拡大

• ESG投資の広がり

• オルタナティブレンディングの

拡大

ヒト

モノ

データ

カネ

1

3

4

2

• 農場、工場、輸送における

労働力不足

• 緊急性の高い課題への

リソース転用

• 衛生用品調達のための

新たな仕入先構築

• 飲食店の利用を控えるなど

変化する消費者行動に対応

するビジネスモデルの変更

• 製品の安全と衛生対応

• 本業（農業や食品関連事

業）以外のコストの削減

• 飲食店等でのクラウドファン

ディングの利用

• フードデリバリー等オンライン

注文にはモバイルアプリ、

非接触型決済にはデジタル

決済使用

短期 長期

ニューノーマルに向けた取り組み
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アンケート調査概要：調査対象・手法

2. アンケート調査の概要

◼調査時期・手法

⚫ 2020年11月2日（月）～12月31日（木）

⚫ 調査対象の5,426社に対し、アンケートの背景、目的、回答URL・QRコード等を記載したハガキを郵送

⚫ 担当者に回答用インターネットページにアクセス頂く形で回答を収集

◼調査対象

⚫ 業種・売上（直近期）下限を設定し、企業データベースから抽出した全国の5,426社

⚫ なお、回答担当者は「経営企画等を担当されている方」とした

◼調査項目

⚫ コロナ禍及び年末含むタイミングでも実施にご協力いただく皆様の負担を極小化すべく、以下の5問のみを設定

• Q1. ご連絡先をお教えください（名前、会社名、メールアドレス、電話番号）

• Q2. 皆様方の企業経営において、コロナがどの程度経営指標（売上・利益）に影響を与えたかお教えください

• Q3. コロナの影響を受け、新たに直面した課題や対策について、当てはまるものを全てお選びください

• Q4. コロナ禍を乗り越えるための「企業間連携」について、考えに一致するものを全てお教えください

• Q5. 企業間連携を進めるとした際の考えをお教えください
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回答企業の立地都道府県

2. アンケート調査の概要

(N=175)
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その他の食料・飲料卸売業

野菜卸売業

他に分類されない食料品製造業

生菓子製造業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業（野菜漬物を除く）

野菜漬物製造業（缶詰，瓶詰，つぼ詰を除く）

果実卸売業

酒類卸売業

すし・弁当・調理パン製造業

肉加工品製造業

その他のパン・菓子製造業

料理品小売業

冷凍調理食品製造業

清涼飲料製造業

蒸留酒・混成酒製造業

そう（惣）菜製造業

乳製品製造業（処理牛乳，乳飲料を除く）

パン製造業

菓子小売業（製造小売）

ソース製造業

その他の農畜産物・水産物卸売業

配達飲食サービス業

冷凍水産食品製造業

ビスケット類・干菓子製造業

水産練製品製造業

冷凍水産物製造業

米菓製造業

豆腐・油揚製造業

菓子・パン類卸売業

パン小売業（製造小売）

レトルト食品製造業

果実酒製造業

めん類製造業

あん類製造業

豆腐・かまぼこ等小売業

回答企業の業種

2. アンケート調査の概要

(N=175)
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回答企業の規模

2. アンケート調査の概要

売上従業員数

(N=175)(N=175)
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20%

28%

18%

14%

10%

7%
2%

1%

30%以上の減少 10-30%の減少 10%未満の減少 ほとんど変わらない

10%未満の増加 10-30%の増加 30%以上の増加 無回答

30%

18%

11%

17%

10%

7%

2%

5%

30%以上の減少 10-30%の減少 10%未満の減少 ほとんど変わらない

10%未満の増加 10-30%の増加 30%以上の増加 無回答

回答企業のうち7割弱が売上が減少。売上が30％以上減少した企業は全体の2割

利益に関しては、6割が減少。利益が30％以上減少した企業は全体の3割

3. アンケート調査結果

◼ 「Q2. 皆様方の企業経営において、コロナがどの程度経営指標影響を与えたかお教えください」

利益売上

(N=175)(N=175)
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肉加工品製造業

乳製品製造業（処理牛乳，乳飲料を除く）

水産練製品製造業

冷凍水産物製造業

冷凍水産食品製造業

野菜缶詰・果実缶詰・農産保存食料品製造業（野菜漬物を除く）

野菜漬物製造業（缶詰，瓶詰，つぼ詰を除く）

ソース製造業

パン製造業

生菓子製造業

ビスケット類・干菓子製造業

米菓製造業

その他のパン・菓子製造業

豆腐・油揚製造業

冷凍調理食品製造業

そう（惣）菜製造業

すし・弁当・調理パン製造業

レトルト食品製造業

他に分類されない食料品製造業

清涼飲料製造業

蒸留酒・混成酒製造業

野菜卸売業

果実卸売業

その他の農畜産物・水産物卸売業

酒類卸売業

菓子・パン類卸売業

その他の食料・飲料卸売業

菓子小売業（製造小売）

パン小売業（製造小売）

料理品小売業

配達飲食サービス業

30%以上の減少 10-30%の減少 10%未満の減少 ほとんど変わらない 10%未満の増加 10-30%の増加 30%以上の増加 空白

業種×売上増減

野菜・果実卸売業、一部の食品製造業を除き大半の業種で売上が減少

3. アンケート調査結果
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滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

30%以上の減少 10-30%の減少 10%未満の減少 ほとんど変わらない

10%未満の増加 10-30%の増加 30%以上の増加 (空白)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

立地都道府県×売上増減

回答数の少なかった一部の都道府県を除き、全国的に減少傾向

3. アンケート調査結果

(N=175)

※各棒グラフ横の数字は回答数

回答なし

回答なし

回答なし

回答なし

回答なし

回答なし

回答なし

N数

10

4

2

2

3

4

3

5

1

27

3

1

1

3

1

6

4

6

10

3

3

2

22

5

4

2

2

2

9

2

2

1

1

10

1

1

1

2

3

1

N数
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利益

総計30%以上の

減少

10-30%の

減少

10%未満の

減少

ほとんど変わ

らない

10%未満の

増加

10-30%の

増加

30%以上の

増加
(空白)

売

上

30%以上の減少 31 1 ー ー ー ー ー 2 34

10-30%の減少 19 26 2 ー ー ー ー 2 49

10%未満の減少 2 4 13 7 1 1 ー 3 31

ほとんど変わらない ー ー 2 18 2 2 ー 1 25

10%未満の増加 1 ー 3 4 9 ー 1 ー 18

10-30%の増加 ー ー ー ー 4 7 1 ー 12

30%以上の増加 ー ー ー ー ー 2 2 ー 4

(空白) ー ー ー 1 1 ー ー ー 2

総計 53 31 20 30 17 12 4 8 175

売上増減×利益増減

売上・利益共に減少した企業は全体の約6割、98社

3. アンケート調査結果

売上・利益共に減少：98社 売上は減少、利益は増加：2社

売上・利益共に増加：26社売上は増加、利益は減少：4社
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約4割の企業が業務体制・生産計画の見直しを実施。販路見直しも多くの企業が検討

一方、調達先の変更を行った企業は一部にとどまる結果に

3. アンケート調査結果

◼ 「Q3. コロナの影響を受け、新たに直面した課題や対策について、当てはまるものを全てお選びください（複数回答可）」

(N=175)

76

76

65

54

52

41

31

28

26

25

25

23

22

15

7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

生産計画の見直し（過剰在庫対応、食品ロス対応など）

事業継続に向けた業務体制の見直し（自動化、リモートワークなど）

販売先、販路の見直し（EC強化、販売代理店の拡大、店舗統廃合、デリバリーなど）

資金調達実施（追加融資、増資など）

従業員数の見直し（新規雇用、解雇、副業規則など）

コロナ対応の新規事業創造（EC事業、デリバリー事業など）

パンデミックに対応したBCPの策定（代替調達先の確保、業務規則見直しなど）

選択と集中の検討（非コア事業の売却など）

デジタル投資、DXの加速（RPA、デジタルマーケティング、DtoCなど）

エリア戦略の見直し（都市・地方、海外など）

人材像の見直し（デジタル人材、問題解決型人材、次の経営人材など）

輸送網・配送網の見直し（共同輸送、ラストワンマイル対応など）

コロナ対応の新商品開発（健康・免疫・長期保存食品など）

調達先の変更（国内産・海外産の切り替え、調達先企業の変更）

その他 (具体的に)
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約6割の企業が小売業者・EC事業者との関係強化を希望

その他生産者や食品メーカーとの関係強化や、他企業との共同物流などを希望する声も多数

3. アンケート調査結果

◼ 「Q4.コロナ禍を乗り越えるための「企業間連携」について、考えに一致するものを全てお教えください（複数回答可）」

(N=175)

99

68

56

38

36

36

13

3

11

0 20 40 60 80 100 120

販路の維持・拡大に向けて、小売業者やEC事業者との関係を強化したい

安定調達を強化するために、農業生産者や食品メーカーとの繋がりを強くしたい

物流効率を高めるため、共同物流などの企業間連携を図りたい

工場などの施設稼働率を高めるために、相互委託生産など生産連携を図りたい

業務効率化を推進するために、システム会社やベンチャーなどの繋がりを強化したい

新商品開発をより早く・確度高くするため、他社との協業を進めたい

国内ネットワークに閉じず、海外も含めた企業ネットワークを作りたい

他社からの経営人材の受け入れ、企業の売却を考えていきたい

その他 (具体的に)
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100

53

47

27

12

5

0 20 40 60 80 100 120

新たな調達先、販売先といった形での連携は可能である

資本的なつながりを必要としない業務提携の検討は可能である

企業間連携を進めるつもりはない

他社買収の検討は可能である

出資受け入れの検討は可能である

その他 (具体的に)

多くの企業が資本的な繋がりを必要としない調達先・販売先といった形での連携、業務提携

を希望

3. アンケート調査結果

◼ 「Q5. 企業間連携を進めるとした際の考えをお教えください」

(N=175)
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アンケートを踏まえると、食品企業は、生産から販売までの垂直連携と、生産・製造・販売の

各段階での企業力を高める水平連携との、アライアンスによる価値向上が必要ではないか

4.食品企業の今後の対応方向

調達 生産 販売

個社

対応

企業間

連携の

方向性

コロナの

影響
全国的にほとんどの企業で売上・利益が減少

効率化・事業存続に

向けて業務体制や生

産計画を見直し

人員体制の見直しでの企業間連携 販路拡大に向けた企業間連携

その他の共通課題に対応するための連携・業務提携模索

生産から販売ま

での垂直連携

企業基礎力を高める新

サービス利用や水平連携

１ ２

３

◼ 連携の切り口として、本資料では、人員関連、販路拡大関連、その他の３つに分けて、方向性を紹介する

安定調達体制

を望む声

販路維持・拡大

を望む声
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食品産業は、労働集約型であり、以前から人手不足が課題。コロナ禍において人材流動化

が議論されている中で、業界内・業界外含めた企業間連携が求められているのではないか

4.食品企業の今後の対応方向：①人員体制の見直しでの企業間連携

コロナ禍での他産業との人材シェアリングの動き

出し手 受け手 取り組み概要

JAL

食品加工工

場、園芸会

社など

通常の仕事が少なくなったＪＧＳとＪ

ＡＬスカイの社員から希望者を募って農

業現場に派遣

ワタミ
小売や介護

など

従業員約1万人を対象に、非常時に休

業した店舗スタッフの働く場を確保

飲食店 出前館

新型コロナウイルスの感染防止対策とし

て休業や営業縮小を余儀なくされている

飲食店スタッフを臨時で雇う「緊急雇用

シェアプロジェクト」を実施

◼ 食品産業は、他産業に比較し労働集約型の産業構造となっており、多

くの重要員を必要とする業界である

◼ 食産業の一つである外食産業は事業規模の縮小を余儀なくされ、重要

員方の状況である一方、農業や食品加工などでは人不足が続いている

◼ そのような中で、例えば、コロナの影響で解雇された外国人技能実習生

の職種変更を認める「特定活動」の実施者の約7割が、農業や食品製

造業を新たな職種に選び、就労先を見つけたといわれている

◼ また、コロナにより、事業規模の変更を余儀なくされている事業者におい

ては、以下のような取り組みが行われている

出所）各種公開情報より

人材マッチング事業者の例

事業者名 サービス名 概要

マイナビ

農mers

• 農繁期の短期的な労働力不足・農家の担い

手不足の解消を目指す農家と作業希望者

の人材マッチングサービス

• サービスはアプリを介して提供されチャット、働

き手の持つ農業スキルの可視化、農家と働き

手の相互評価等の機能を持つ

マイナビ農業

• 就農希望者に対し、農業の基本情報や就農

経験談、支援団体等の記事・情報を掲載

• その他、農業に関するニュースやスキル・経営ト

ピックに関する情報等を提供

アグリトリオ 農How

• 農家と作業希望者の人材マッチングサービス

• システム利用料は農家・作業希望者共に無

料であり、作業希望者に対してはマニュアルを

作成し業務をサポート

シェアグリ シェアグリ
• 農繁期を対象に農作業量に応じ人材（特

定技能外国人）派遣を行うサービス
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他方、AIでの食材調達や配膳ロボットなど、ヒトに依存しない事業体制を構築する動きも存

在。ただ、食品業界は他産業に比べて遅れており、こちらも業界連携の中で取り組むべき事項

4.食品企業の今後の対応方向：①人員体制の見直しでの企業間連携

外食産業におけるIoTの活用

≪無添くら寿司≫

≪幸楽苑ホールディングス≫

• ベテラン仲買人の目利きを学

習したAI技術により、まぐろの

品質を判定できるアプリ

「TUNA SCOPE」を導入

• 海外渡航や国内移動が難し

い中、ノウハウのない人でも

高精度で選別が可能に

• 人手不足とコロナ禍での人と人との接触

回避を背景に、テーブルに料理を自動で届

けるロボット「K-1号」を開発、導入

• 人工知能（AI）を使ったセンサーを搭載し

ており、人や物を避けた配膳か可能となっ

ている

出所）日本ロボット工業会「ロボット産業需給動向2017年版」、

「マニピュレータ、ロボット統計出荷実績2017年版」をもとに東洋経済作成

産業用ロボットの出荷台数と食料品業界向け比率の推移

➢ 国内における産業用ロボットの導入は進む一方で、食料品

業界が占める比率は、2013年をピークに減少傾向。

*食料品は、飲料・たばこ・飼料を含む

◼ 食品関連産業は、商品のコスト負担力の低さ、安全・衛生に関する要求水準の高さ、現場のITリテラシーの低さなどがボトルネックと

なり、AI・ロボット導入が進み難いといわれてはいるものの、大手事業者がリードしつつ業界内連携による活用拡大が期待される

出所）食品産業新聞、日本経済新聞
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川上・川下の事業者が連携し、需給アンマッチの解消をすべく需要の掘り起こしを推進

消費者訴求のポイントとしては、昨今の一つのトレンドであったSDGsやエシカルといったテーマ

4.食品企業の今後の対応方向：②販路拡大に向けた企業間連携

分類 フードシェアサービス 連携方法 日にち 取り組み

自治体と連携協定を締結

3月24日
神戸市とコークッキングは、「食品ロス削減・持続可能なフードシェアリング」に関する事業

連携協定を締結したことを、神戸市内のパン事業者3社と共に発表。

4月22日
杉並区による「食べのこし０（ゼロ）応援店」事業や、TABETEを主軸に相互に協力す

ることを発表。

4月27日
福岡市が実施している「福岡エコ運動協力店」の登録・紹介や、TABETEを主軸に相互

に協力することを発表。

5月8日
福岡県食品ロス削減県民運動協力店の活性化やTABETEを主軸に相互に協力するこ

とを発表。

kuradashi

農林水産省「令和2年度 学校給食の休止に伴う未利

用食品活用緊急促進事業のうち新たな販路へのマッチ

ング等促進対策」の補助を利用

7月29日

全国の給食関連事業者と連携をとりフードロスゼロを目指す、「日本初・最大級の社会

貢献型フードシェアリングプラットフォーム」として学校給食のもったいないを集め、未利用

食品のフードロス削減を目指すことを発表。

鳥羽商工会議所の相談により実現 4月1日
三井不動産レジデンシャル分譲マンションにお住まいの方に向けて、三重県の伊勢志摩

などの観光地で発生した余剰品を共同購買にて販売する取り組みを実施開始。

HenoHeno 地方自治体とファイナンスパートナーになる 5月30日

特殊冷凍機および冷凍ノウハウを、地方の生産者が共有できる特殊冷凍のシェアリング

システムに着手。その第一弾として、長野県豊丘村にシェアリングファクトリーを新設し、

2020年8月にオープンさせる計画を発表。

食べチョク
農林水産省「品目横断的販売促進緊急対策事業に

おけるインターネット販売推進事業」に参画
5月26日

在庫の滞留や売り上げの減少などが顕著な食材の販売を促進すべく、指定商品を送

料無料として販売開始。

ポケットマルシェ

自治体と連携協定を締結 7月6日 大阪府柏原市の農産品のネット販売に協力することを発表。

出所）各種公開情報よりNRI作成

既
存
の
フ
ー
ド
ロ
ス
事
業
者

E
C

販
売
事
業
者

需給アンマッチの解消を目指すフードシェアの取り組み

◼ フードロス事業者に加え、EC販売事業者も、コロナにより販路を失った農作物を救うという文脈で本活動の展開や拡大を図っている
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他にも販路開拓の事例として、クラウドキッチンにおける企業間連携や家庭内での飲食サービ

スをメーカーと連携して手掛けるような動きも考えられる

4.食品企業の今後の対応方向：②販路拡大に向けた企業間連携

地域 主体
既存

サービス
日にち 概要

日本

OUR 

KITCHE

N

クラウド

キッチン
2020/8 白金にOur Kitchen 1号店をオープン

日本 WORLD
シェア

オフィス
2020/5 & Kitchenを浅草にオープン

タイ
ゴジェッ

ク

配車

アプリ
2020/6

クラウドキッチン・フードトラックのプロジェク

トを開始することを発表

タイ LINE デリバリー 2020/6 初のクラウドキッチンをバンコクに開いた

タイ

セントラ

ル・グ

ループ

小売 2020/7 クラウドキッチンに本格参入予定

フィリ

ピン
ジョリビー

ファースト

フード
2020/5

総額70億ペソを投じてクラウドキッチンを

開くと発表

クラウドキッチンの取り組み

出所）各種公開情報より

Sharp・タイヘイ・ぐるなびによるヘルシオデリ事業

ヘルシオのボタンを押すだけで

つくれる料理キット宅配サービス

家電メーカ 食品メーカ グルメ情報サイト

• ヘルシオの利用者向けに、ネットで料理キットを注文、自宅で受け取り

簡単に調理できるサービスを展開

• ぐるなびとの連携で、人気の高い日本料理屋やフランス料理店の

シェフなどが監修したメニューを開発

• 食材の調達や加工は食品メーカのタイヘイが担当している
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食産業の全体像は以下の通り。コロナ以前より、周辺サービス領域の活性化といった形で資

本的なつながりに限らない企業間連携サービスが検討されてきていた

4.食品企業の今後の対応方向：③その他の共通課題に対応するための連携・業務提携模索

農業資材 農業生産 保管＆運送 加工 卸・小売 消費

種子

肥料

農機

農家

農業協同

組合
卸売市場

政府関連

企業

輸入業者

原料加工

業者

食品加工

業者

卸業者

スーパー/

小売店

ホテル/

レストラン

国内

消費者

輸入

農産物
輸出業者 海外市場

倉庫

(国営/私営)

港/空港

Eコマース

企業

輸入

農業資材
港/空港

周辺

サービス
金融支援サービス

アグリテック

スタートアップへの投資

人材派遣、就業者

支援

サプライチェーン改善

ソリューション

ビジネス支援（マーケ

ティング、オペレーション、

アナリティクス）

その他支援サービス

1

2 3

4

周辺サービス4海外市場への輸出3国内市場への輸入2国内市場1食品流通構造
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コロナによるソーシャルディスタンスや外出自粛の影響で需給バランスの変化が流通上発生

それらの新しい問題を解決すべく、周辺サービスの領域は今後さらに活性化していく見込み

4.食品企業の今後の対応方向：③その他の共通課題に対応するための連携・業務提携模索

コロナによる直近動向

種子

肥料

農機

農家

ブローカー/

地方流通

業者

卸業者

政府関連

企業

輸入業者

製粉業者.

食品加工

業者

卸業者

スーパー/

小売店

ホテル

/レストラン

国内

消費者

輸入

農産物
輸出業者 海外市場

Silos

(Govt./ 

Pvt.

Owned)

工場

(港/空港)

Eコマース

企業

輸入

農業資材

工場

(港/空港)

周辺

サービス

農家への金融支援

サービス

アグリテック

スタートアップへの投資

サプライチェーン改善

ソリューション
保険サービス

ビジネス支援（マーケ

ティング、オペレーション、

アナリティクス）

その他支援サービス

1 1

2 3

4

農業資材の需給

アンマッチの発生

資材生産・流通

の停滞リスクの弾

仮

ソーシャルディスタ

ンスの影響による

農村部での労働

力確保の困難化

外出自粛による

収穫期段階に

あった農産物の

喪失・廃棄

市場アクセスが制限されることによる流通量の減少・遅れ

財務体力の低い事業者の倒産・閉店／貸倒不安からの流動性低下

リアル店舗への来店者数の減少

コロナ対策情報の発信・コロナ対応

新サービスの導入

収入の低下によ

る購買力の低下

年間を通した食

品価格の上昇

港湾オペレーションの長期化による農

業資材・農産物流通の遅れ

食糧安全保障を目的とした国家レベルでの保護主義措置の実施による、世界的な食

糧供給量低下のリスク

食糧安全保障を目的とした国家レベルでの保護主義措置の実施による、世界的な食

糧供給量低下の可能性

港湾オペレーションの長期化による農

業資材・農産物輸出の遅れ

主要輸出先国での水際対策・ロックダウン

により輸出量が減少し、輸出収益が減少

コロナ禍において農業・食品関連産業を支援するサービス導入・開発需要の増加

例）農家の融資支援（与信判断など）、土壌・作物の遠隔監視、流通ルートの最適化、トレーサビリティの確立、オンライン販売向けマーケティング/ブランディング

ソーシャルディスタンスによる生産量・流通量の低下

海外での水際対策による輸出制限により

農業資材・農産物の供給量が減少

農業資材 農業生産 保管＆運送 加工 卸・小売 消費

農家から実需者への直接流通の増加

EC・デリバリーの拡大
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直近動向の整理及び企業間連携での対応例

周辺サービスの利活用は、新たな流通体制を作るうえで重要な視点

他方、既存流通を維持・継続させていくための業界内企業同士の業務提携も必要

4.食品企業の今後の対応方向：③その他の共通課題に対応するための連携・業務提携模索

不可逆な変化一時的な変化

既存流通

新規流通

外出自粛による収穫期段階にあった農産

物の喪失・廃棄

• 年間を通した食品価格の上昇

• 収入の低下による購買力の低下

データ4カネ3モノ2ヒト1課題分類

1

財務体力の低い事業者の倒産・閉店

3

32

貸倒不安からの

流動性低下

市場アクセスが制限されることによる流通

量の減少・遅れ

EC・デリバリーの

拡大

農業資材の需給アンマッ

チによる生産量低下

輸出入制約による農業

資材・農産物の供給量

減少

輸出量減少に伴

う輸出収益減少

3

工場や港湾オペレーション変化による農業

資材・農産物・食品流通の遅れ・低下

1 4

リアル店舗への来

店者数の減少

（安心・安全）

1 4

2

【業務提携①】

生産連携・販売連携、

金融支援など

【周辺サービス利用①】

情報共有・人材シェア

基盤の開発・運用など

【業務提携②】

共同調達、合従連衡・

垂直統合など

【周辺サービス利用②】

新オペ連携やツール

（AI/ロボット）の共同

開発・利用など

2

3

2

1

1

農村部での労働力確保の困難化

1

コロナ対策情報の発信・コロナ対応新サー

ビスの導入

４
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コロナ禍において、件数は減少しているものの合併や買収は直近も実施されており、アフターコ

ロナ後の事業環境を意識した企業連携は引き続き検討余地があるものと考えられる

4.食品企業の今後の対応方向：③その他の共通課題に対応するための連携・業務提携模索

生産者 集荷業者、荷受卸 食品卸 小売・外食加工業者

業界内

業界外
JR東日本スタートアップが

TABETEに出資

刃物メーカーの貝印が、フード

アンドパートナーズを完全子

会社化

出所）各種公開情報より

アークランドサービス（かつ

や）がコスミックダイニング

を完全子会社化

丸大食品が「神戸プリン」

を販売するトーラクを完全

子会社化

丸亀製麺がゴーストレストラ

ン研究所に出資

ダスキン（ミスタードーナツ）

がナポリの窯を買収

テイクアウトアプリのmenuが

グルメ情報のRettyと連携

壱番屋が、『成吉思汗（ジ

ンギスカン）大黒屋』を買収

木曽路が、千葉県の焼肉

店『大将軍』を買収

神戸物産が子会社のクックイノベンチャーを売却

石垣食品は、飲食店を運

営するエムアンドオペレー

ションを売却

シャトレーゼホールディングス

が老舗菓子メーカー亀屋

万年堂を買収

神明が東京中央青果に

出資

トーホー傘下のトーホーフー

ド－サービス、トーホー・共

栄、河原食品が合併

久世が業務用食品事業

を展開する東京中央食品

との資本・業務提携強化

国分グループ本社と吉村・

フード・HDが資本・業務提

携提締結

東都水産が埼玉県魚市

場と川越水産市場を合

併

マルハニチロが水産卸大手の大都魚類を完全子会社化

日本水産グループの「大水」が別府魚市を子会社化

JA全農と農林中金が日

清製粉グループ本社に出

資

JA全農と農林中金がファ

ミリーマートに出資
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株式会社 野村総合研究所

東京都千代田区大手町1ｰ9ｰ2

大手町フィナンシャルシティ グランキューブ

コンサルティング事業本部 パートナー 小野尚 h3-ono@nri.co.jp

グローバルインフラコンサルティング部 上級コンサルタント 佐野啓介 k3-sano@nri.co.jp

グローバルインフラコンサルティング部 コンサルタント 衣松佳孝 y-kinumatsu@nri.co.jp
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